
１．重要な会計方針

　　 平成１８年度から公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日　公益法人等の指導監督基準に関する関係省庁
　　 連絡会議申合せ）を採用している。
　　 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）その他の有価証券 （１）その他の有価証券
　　　時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく 　　　時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく
　　　時価法（評価差額は正味財産増減として処理し、 　　　時価法（評価差額は正味財産増減として処理し、
　　　売却原価は移動平均法により算定)を採用している。 　　　売却原価は移動平均法により算定)を採用している。
　　　時価のないものは、移動平均法による原価法を 　　　時価のないものは、移動平均法による原価法を
　　　採用している。 　　　採用している。

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産 （１）有形固定資産
　　　定率法によっている。なお、主な耐用年数は 　　　定率法によっている。なお、主な耐用年数は
　　　次の通り。 　　　次の通り。
      　　　　 什器備品 　　　　 4～10年  　 什器備品  4～10年
（２）無形固定資産 （２）無形固定資産
　　　定額法によっている。なお、自社利用のソフト 　　　定額法によっている。なお、自社利用のソフト
　　　ウェアについては、財団内における利用可能 　　　ウェアについては、財団内における利用可能
　　　期間（5年）に基づいている。 　　　期間（5年）に基づいている。

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準
（１）退職給付引当金 （１）退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当財団の退職金 　　　従業員の退職給付に備えるため、当財団の退職金
　　　給付規定に基づき、当事業年度末において発生 　　　給付規定に基づき、当事業年度末において発生
　　　していると認められる額を計上している。 　　　していると認められる額を計上している。

（２）役員退職慰労引当金 （２）役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、常勤役員 　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、常勤役員
　　　退職慰労金支給規定に基づく期末要支給額を計上 　　　退職慰労金支給規定に基づく期末要支給額を計上
　　　している。 　　　している。

４．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 ４．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲
　　　手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月 　　　手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月
　　　以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に 　　　以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に
　　　換金可能であり、かつ、価値の変動について僅尐な 　　　換金可能であり、かつ、価値の変動について僅尐な
　　　リスクしか負わない短期的な投資。 　　　リスクしか負わない短期的な投資。

５．消費税等の会計処理は税込み方式によっている。 ５．消費税等の会計処理は税込み方式によっている。
　 　 　 　

　
２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次の通りである。
（単位　円）

基本財産

    預金 422,633,855 487,910,310 0

    投資有価証券 16,939,570,230 499,960,000 17,804,914,300

小　　計 17,362,204,085 987,870,310 17,804,914,300

当期末残高

65,276,455

1,365,304,070

1,430,580,525

当期増加額　科　　目 前期末残高

財務諸表に対する注記

当　 年　度 前　 年　度
自  　平成22年  4月  1日 自　　平成21年4月  1日
至　　平成22年10月31日 至　　平成22年3月31日

当期減尐額



特定資産

　　助成事業予備基金 2,500,206,784 346,612,433 2,212,856,352

　　退職給付引当資産 7,875,000 0 7,875,000

　　役員退職慰労引当資産 6,900,000 0 6,900,000

小　　計 2,514,981,784 346,612,433 2,227,631,352

合　　計 19,877,185,869 1,334,482,743 20,032,545,652

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。
(単位　円）

基本財産 　 　
    預金 0 0 0
    投資有価証券 17,804,914,300 17,804,914,300 0

小　　計 17,804,914,300 17,804,914,300 0
特定資産
　　助成事業予備基金 2,212,856,352 2,212,856,352 0
　　退職給付引当資産 7,875,000 0 7,875,000
　　役員退職慰労引当資産 6,900,000 0 6,900,000

小　　計 2,227,631,352 2,212,856,352 14,775,000
合　　計 20,032,545,652 20,017,770,652 14,775,000

４．担保に供している資産は無い。

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位　円）
科　　目 取　得　価　額 当期末残高

什器備品 4,222,165 354,715
ソフトウェア 3,029,250 2,531,853

合　　計 7,251,415 2,886,568

６．保証債務は無い。

７．関連当事者取引は無い。

８．重要な後発事象は無い。

（内、一般正味財産
からの充当額）

4,364,847

0
0
0
0

減価償却累計額

3,867,450
497,397

0

59,262,001

1,489,842,526

（内、負債に対応する
額）

0
0
0

（内、指定正味財産
からの充当額）

0

　科　　目 前期末残高 当期増加額

0

科　　目 当期末残高

当期末残高

59,262,001

当期減尐額


